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別紙

児童扶養手当支給認定事務の取扱いについて

行政相談

私は、夫と離婚する予定であったため、必要な手続、提出書類などについて、役所の関

係部署に電話で確認していたところ、離婚後は、私が児童扶養手当を受給できることが

判明したため、令和 6年 6月 28日に担当窓口に出向き、反映に時間のかかる戸籍謄本を

除く書類一式を提出し受理された。

しかしながら、同年 7 月 2 日に役所の担当者から電話があり戸籍謄本の代わりに「離

婚届受理証明書」が必要とのことであったため、同月 3 日に「離婚届受理証明書」を提

出したところ、同担当者から「受理日が 6 月 28 日から 7 月 3 日に変更されることによ

り、児童扶養手当の支給開始月は 8月になる。」との説明があった。

私は、役所の確認不足により受理日が変更になり、児童扶養手当の支給開始月が 1 か

月遅れてしまうことに納得がいかない。

2 制度概要 

⑴ 目的、支給対象者

児童扶養手当制度は、離婚によるひとり親世帯等、父又は母と生計を同じくしていな

い児童※が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童につい

て手当を支給し、児童の福祉の増進を図るものである。当該手当は以下の者に対して支

給される（児童扶養手当法（昭和 36年法律第 238号。以下「法」という。）第 1条）。 
※ 児童： 18歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある者。障害児の場合は 20歳未満

また、法の規定により都道府県等が処理することとされている事務は、地方自治法

（昭和 22 年法律第 67 号）第 2 条第 9 項第 1 号に規定する第 1 号法定受託事務とされ

ている。

① 児童を監護する母 

② 児童を監護し、かつ生計を同じくする父 

③ 児童の養育者（祖父母等） 

⑵ 支給要件

法第 4条第 1項各号に定める支給要件は、以下のとおり。 

① 父母が婚姻を解消した児童 

② 父（母）が死亡した児童 

③ 父（母）が児童扶養手当法施行令（昭和 36 年政令第 405 号。以下「施行令」と

いう。）で定める程度の障害の状態にある児童 

④ 父（母）の生死が明らかでない児童
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⑤ 父（母）が引き続き 1年以上遺棄している児童 

⑥ 父（母）が裁判所からのＤＶ保護命令※を受けた児童 
※ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成 13年法律第 31号）に

規定する命令のことを指す。 

⑦ 父（母）が法令により引き続き 1年以上拘禁されている児童 

⑧ 母が婚姻によらないで懐胎した児童 

⑨ ⑧に該当するかどうかが明らかでない児童

ただし、請求者や児童が日本国内に住所を有しないとき、児童が里親に委託されて

いるとき、父又は母の配偶者に養育されているとき（父又は母が重度の障害の状態に

ある場合を除く。）等の場合は、児童扶養手当は支給されない（法第 4 条第 2項及び

同条第 3項）。 

⑶ 手当の支給に関する事務

法第 6 条により、児童扶養手当の支給要件に該当する者（以下「受給資格者」とい

う。）は、手当の支給を受けようとするとき、その受給資格及び手当の額について、手

当の支給機関（都道府県知事、市長又は福祉事務所を管理する町村長）の認定を受けな

ければならないとされている。

また、町村（福祉事務所を設置している場合を除く。） ※では、法第 33条及び施行令

第 10条の規定に基づき、手当の支給に関する事務の一部（認定請求、現況届、各種届

出等）を実施している。 
※ 東北 6県の町村は、福祉事務所を設置していない（令和 6年 4月 1日現在）。

認定請求の受理から認定までの事務の流れは、図 1のとおり。

図 1 認定請求の受理から認定までの流れ

（注） 「児童扶養手当事務処理マニュアル」（令和 6 年 3 月版、こども家庭庁支援局家庭福祉課）

を基に当局が作成
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⑷ 手当の額（月額）

児童扶養手当の月額は、受給資格者が監護・養育する児童の数及び受給資格者の所得

によって決められる。 

(例：全部支給のケース) 

監護・養育する児童が 1人の場合：45,500円 

2人目以降の加算額：一人につき 10,750円 

⑸ 支給開始月

児童扶養手当の支給期間は、法第 7条において、「手当の支給は、受給資格者が前条

の規定による認定の請求をした日の属する月の翌月（以下「支給開始月」という。）か

ら始め、手当を支給すべき事由が消滅した日の属する月で終わる。」とされている。

支給開始月の決定に当たり重要となる認定の請求時点については、図 2 のとおり、

「児童扶養手当事務処理マニュアル」（令和 6 年 3 月版、こども家庭庁支援局家庭福

祉課）において、「児童扶養手当法施行規則（昭和 36 年厚生省令第 51号）上必要とさ

れる添付書類及び請求書の記載に不備がないものとして請求書を受理した時点」とさ

れている。

図 2 請求者に係る請求時点の扱いについて

○請求者に係る請求時点の扱いについて［昭和 60年児企第 34号］

手当は、法第 7条により、認定請求の翌月から支給することとされているが、請求

時点は市町村において、児童扶養手当法施行規則上必要とされる添付書類及び請求

書の記載に不備がないものとして請求書を受理した時点である。

（注）1 児童扶養手当事務処理マニュアルから抜粋 
2 下線は当局が付した。 

⑹ 法律婚解消（離婚）による認定請求に当たり必要な添付書類

法律婚解消（離婚）による児童扶養手当の認定請求に当たり、児童扶養手当法施行

規則上必要とされる主な添付書類としては、戸籍謄（抄）本、世帯全員の住民票及び

所得証明書がある。

このうち、戸籍謄（抄）本については、児童扶養手当事務処理マニュアルにおいて、

図 3のとおり、父母離婚の記載がある戸籍謄（抄）本を添付する必要があるものの、戸

籍に離婚の記載がされるまで時間がかかる場合には、戸籍謄（抄）本に代えて離婚届受

理証明書を添付することができるとされている。
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図 3 離婚届受理証明書の取扱いについて

支給要件の事由 説明

⑴父母が婚姻を解消し

た児童

①法律婚解消の場合

・父母離婚の記載がある戸籍謄（抄）本

（注意事項）
○戸籍に離婚の記載がされるまで時間がかかる場合には、

戸籍謄（抄）本に代えて次の書類を添付することができ
るものとする。なお、後日、離婚が戸籍に記載された場
合は、速やかに戸籍謄（抄）本を提出させること。
・戸籍法施行規則（昭和 22年司法省令第 94号）第 66

条第 2項の規定に基づく離婚届受理証明書

（注）1 児童扶養手当事務処理マニュアルから抜粋 
2 下線は当局が付した。 

⑺ 補正

「児童扶養手当市等事務取扱準則」（平成 14年 7月 4日付け雇児発第 0704003号局

長通知）別冊第二において、「認定請求書の記載に容易に補正することができない程度

の誤りがあるとき、又はその添付書類等に著しい不備があるときは、認定請求書を請求

者に返付し、受付処理簿の返付欄に返付年月日及び返付事由を記入すること。」とされ

ている。

調査結果

調査対象機関の選定を目的として、東北管内の全市町村（ 227市町村）に基礎調査を実

施し、回答があった市町村のうち、制度の運用状況や類似事例の発生状況、年間の申請件

数等を踏まえ、29市町村を調査対象市町村として選定した。

【調査対象機関】

東北管内 6県に所在する 29市町村（以下「調査対象 29市町村」という。）

なお、東北管内 6県に対しては、制度の運用状況等について聴取している。 

⑴ 離婚届受理証明書の取扱いに係る申請者への周知状況

調査対象 29市町村における離婚届受理証明書の取扱いに係る申請者への周知状況を

確認したところ、表 1 のとおり、3市町村は、離婚届受理証明書の取扱いを承知してい

ないため、周知を行っていなかった。

また、同取扱いを承知していなかった 3市町村以外の 26市町村のうち、チラシ、パ

ンフレット、ホームページ（以下「ＨＰ」という。）などを活用し周知に努めている市

町村は 10市町村、担当者から一般的な説明事項の一つとして口頭で説明し周知してい

る市町村は 5 市町村、申請者から相談があれば説明するが、積極的には周知していな

い市町村は 11市町村となっている。
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表 1 離婚届受理証明書の申請者への周知状況 （単位：市町村）

周知の有無 離婚届受理証明書の申請者への周知状況 市町村数

周知実施
チラシ、パンフレット、ＨＰなどを活用し周知に努めている 10 

一般的な説明事項の一つとして口頭で説明し周知している 5 

周知未実施

申請者から相談があれば説明するが、積極的には周知してい

ない 
11 

取扱いを承知しておらず、周知していない 3 

（注） 当局の調査結果による。

周知を実施している市町村の中には、チェックリストの項目の一つとして離婚届受

理証明書の取扱いを周知している市町村（事例 1参照）がみられ、調査対象 29市町村

以外であるものの、申請者用及び受付窓口担当職員用のチェックリストを活用し、双方

向での確認を行っている市町村（事例 2参照）もみられた※。 
※ 基礎調査において、市町村から周知資料の提供を受けている。 

⑵ 支給開始月の申請者への周知状況

調査対象 29市町村における支給開始月の申請者への周知状況を確認したところ、表 

2 のとおり、チラシ、パンフレット、ＨＰなどを活用し周知に努めている市町村は 12

市町村、担当者から一般的な説明事項の一つとして口頭で説明し周知している市町村

は 16市町村、申請者から相談があれば説明するが、積極的には周知していない市町村

は 1市町村となっている。

表 2 支給開始月の申請者への周知状況 （単位：市町村）

周知の有無 支給開始月の申請者への周知状況 市町村数

周知実施
チラシ、パンフレット、ＨＰなどを活用し周知に努めている 12 

一般的な説明事項の一つとして口頭で説明し周知している 16 

周知未実施
申請者から相談があれば説明するが、積極的には周知してい

ない 
1 

（注） 当局の調査結果による。 

⑶ 申請者に 瑕
か

疵
し

（手続の誤り）がなく、月末までに添付書類が提出できない場合の対

応状況 
① 市町村の取扱誤りや周知不足などの類似事例について

調査対象 29 市町村において取扱誤りや周知不足により、月末までに添付書類が提

出できなかった事例について、令和 3 年度以降の事例の有無及び対応状況を確認し

たところ、表 3 のとおり、類似事例があった際に、補正で対応できることを知らず、

支給開始月が遅れた市町村は 4 市町村、類似事例があったものの補正で対応し支給

開始月が遅れなかった市町村は 12 市町村、類似事例がなかった市町村は 13 市町村

となっている。
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表 3 取扱誤りや周知不足などの類似事例の有無及び対応状況 （単位：市町村）

取扱誤りや周知不足などの類似事例の有無及び対応状況 市町村数

類似事例があった際に補正で対応できることを知らず支給開始月が遅れた 4 

類似事例があったものの補正で対応し支給開始月が遅れなかった 12 

類似事例がなかった 13 

（注） 当局の調査結果による。

類似事例があったものの補正で対応し支給開始月が遅れなかったと回答した市町

村に事例の詳細を聴取したところ、以下のような対応を行っていた。

（類似事例に対し補正で対応した市町村の主な対応）

・ 申請者への説明不足により離婚届受理証明書の提出が翌月となってしまったた

め、県にも対応を相談し、離婚届受理証明書に記載されている離婚届の受理日をも

って請求日とし、補正による対応を行った。

・ 非常に少ない事例ではあるものの、説明が不足することがあるため、こうした場

合には市町村の判断で補正により対応している。 

② 離婚届受理証明書を即日発行できず、月をまたいで提出となる場合について

戸籍謄（抄）本の代わりとなる離婚届受理証明書の発行までの期間を聴取したとこ

ろ、表 4 のとおり、離婚届受理証明書の発行までの期間を把握できた 23 市町村※の

うち、19市町村では即日発行可能であるものの、4市町村は即日発行できないと回答

している。 
※ 児童扶養手当の担当課では、離婚届受理証明書の発行事務を取り扱っておらず、即日発行の

可否について把握していないため、 6市町村からは回答を得られなかった。

即日発行できないと回答した 4市町村では、月末に離婚届が提出された場合、離婚

届受理証明書を即日発行できないために、翌月の認定請求になってしまう事例が起こ

り得るとしており、このうち 2 市町村では実際に年間数件程度こうした事例が生じ

ている。

また、即日発行可能な市町村においても、即日発行できない市町村で離婚届を提出

後、すぐに転入してきた場合には、同様の事例が生じ得るとしている。

表 4 離婚届受理証明書の即日発行の可否及び類似事例の発生状況（単位：市町村）

即日発行の可否 市町村数

認定請求が翌月になる
事例発生の有無

有 無

即日発行可 19 

即日発行不可 4 2 2 

（注） 当局の調査結果による。 
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4 こども家庭庁の見解

認定請求に係る補正の考え方について、こども家庭庁に照会したところ、「児童扶養手

当法施行規則上必要とされる添付書類及び請求書の記載に不備がないものとして請求書

を受理した時点が、法第 7条に規定する「認定の請求をした日」としており、「児童扶養

手当市等事務取扱準則」等においては、請求書等の受理に当たり、不備がないことの確認

を行うこととしている。その上で、受理日以降に不備が確認された場合については、当初

受理した時点を「認定の請求をした日」として扱うために、基本的に補正により対応する

べきと考えるが、補正することが不適切と判断されるような事情があれば、個別のケー

スに応じた各地方公共団体の判断となる。」としている。

また、離婚届受理証明書が即日発行できず、月をまたいで提出となる場合の考え方に

ついては、「原則的には、不備がないものとして請求書を受理することとなるが、戸籍に

記載されるまでに時間がかかることを理由として、これに代わる書類として提出を求め

ている離婚届受理証明書が即日発行できず、支給開始月が遅れることとなる場合に、離

婚届が受理されていることについて戸籍担当部門に確認するなどした上で請求書等を受

理することは差し支えない。」としている。 

5 行政改善推進会議の主な意見 

○ 児童扶養手当の認定請求に係る添付書類や支給開始月などの制度の仕組みを申請者

の立場に立って丁寧かつ確実に周知することが重要である。

周知に当たっては、市町村担当者の属人的な知識やスキルに頼るのではなく、チラ

シ、パンフレット、チェックリストを活用するなどの説明不足を防ぐ取扱いが求められ

るため、今回把握した工夫例を調査対象 6県及び同県内の市町村に周知してはどうか。 

○ 離婚に伴う経済的な困窮に陥らないように、児童扶養手当の趣旨に基づいて、申請

者に寄り添った対応をしていくべきである。このため、申請者に瑕疵がなく、月末まで

に添付書類が提出できない場合には、後に補正し、申請者に支給していくべきである。

今回、把握した申請者に瑕疵がない場合のこども家庭庁の補正に係る考え方、市町村

の補正対応について、調査対象 6県及び同県内の市町村に周知してはどうか。
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6 調査結果及び行政改善推進会議の意見を踏まえた参考連絡事項

児童扶養手当の認定請求に係る添付書類、支給開始月などの制度の仕組みについて、

申請者への説明不足等を防ぐため、市町村窓口でチラシ、パンフレット、チェックリスト

などを活用し周知（情報提供）に努めている市町村がある一方で、積極的に周知していな

い市町村がみられた。

また、今回の調査対象 29市町村における申請者に瑕疵がない場合の補正の取扱状況を

みると、補正で対応し支給開始月が遅れなかった市町村がある一方で、補正で対応でき

ることを知らず支給開始月が遅れたとする市町村がみられた。

さらに、戸籍謄（抄）本の代わりとなる離婚届受理証明書の発行までの期間について確

認したところ、即日発行できない市町村は、月末に離婚届が提出された場合、離婚届受理

証明書を即日発行できないために、翌月の認定請求になってしまう事例が年間数件程度

あるとしている。

以上の調査結果及び行政改善推進会議の意見を踏まえ、離婚によるひとり親世帯等の

生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図る観点から、市町村窓口でチ

ラシ、パンフレット、チェックリストなどを活用し周知に努めている工夫例、申請者に瑕

疵がない場合のこども家庭庁の補正に係る考え方、市町村の補正対応について、行政運

営の参考になると考えられるため、調査対象 6 県に対して参考連絡するとともに、同県

内の市町村への周知を依頼することとしたものである。

8 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

  参 考

離婚届受理証明書の取扱いなどについてチェックリストを活用した周知事例を、以下のとおり、

掲載しているが、掲載している様式には、市町村が独自に提出を求めている書類等が含まれる。

このため、様式の活用に当たっては、「児童扶養手当事務処理マニュアル」において、児童扶

養手当法施行規則上必要とされている以外の書類等について、市町村が独自に提出を求め、こ

れらの書類等の提出が行われるまで認定の請求を受理しないという誤った取扱いを行わないよう

記載されている点に留意されたい。

【事例 1】

申請者への案内書類にチェック欄及び受付職員の記載欄を設け、双方向で確認

（注）市町村提供資料に基づき当局が作成
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【事例 2】

申請者用及び受付窓口担当職員用のチェックリストを活用し、双方向で確認

（1）チェックリストの活用事例（申請者用）

（注）市町村提供資料に基づき当局が作成
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（2）受付事務確認マニュアルの活用事例（受付窓口担当職員用）

（注）市町村提供資料に基づき当局が作成
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